
３ 相談窓口 
○消 防 局  予 防 課（相模原市中央区中央２－２－１５  ＴＥＬ０４２－７５１－９１３３） 

○相模原消防署  査察指導課（相模原市中央区中央２－２－１５  ＴＥＬ０４２－７５１－９１３４） 

○南 消 防 署  査察指導課（相模原市南区相模大野５－３４－１ ＴＥＬ０４２－７４４－０１１９） 

○北 消 防 署  査察指導課（相模原市緑区橋本４－１６－６   ＴＥＬ０４２－７７４－９９４９） 

○津久井消防署  査察指導課（相模原市緑区寸沢嵐５７４－２   ＴＥＬ０４２－６８５－２０９８） 

 
 
 
 

 長崎市において発生した認知症高齢者グループホーム火災を受けて、利用者を入所・宿泊させる社会福祉施設の消防用設備等の設置基準に係
る消防法令が改正されました。 

社会福祉施設の新築の計画がある場合や既に社会福祉施設を運営されていて下記消防用設備等が設置されていない場合は、相談窓口までお

早めにご相談をお願いします。 

 

 

利用者の安全を守るため 消防法が改正されました 

 （平成27年4月1日施行） 

－ 社会福祉施設における消防用設備等の設置基準の見直し － 

H27.4予防課作成 

 ◆自動火災報知設備 

  ６項ハ（※）で利用者を入居又は宿泊させるものは、面積に関わらず全てに設置が必要になりました。 

 ◆スプリンクラー設備 

  ６項ロ（※）に掲げる施設のうち（１）高齢者施設、（３）児童施設は、面積に関わらず全てに、（２）生活保護者施設、（４）障害児施設、 

（５）障害者施設は、「介助が無ければ避難できない者」の数が利用者の８割を超えるものに設置が必要になりました。 

  ただし、「スプリンクラー設備を設置することを要しない構造」の適用がある場合は、設置の必要がありません。 

 ◆消防機関へ通報する火災報知設備 

６項ロ（※）に掲げる施設には、面積に関わらず全てに自動火災報知設備の作動と連動して起動させることが必要になりました。 

※ 次ページ「（新）社会福祉施設用途別一覧」参照 

１ 主な改正点 

 改正消防法令施行の際に、既存の建物や建設・改修中の建物では、平成３０年３月３１日までに、上記消防用設備等を設置する必要があります。 

 なお、平成２７年４月１日以降に新築や改修をする場合は、経過措置は適用されず、新築や改修をする時点からの設置が必要となります。 

２ 経過措置 



（新）社会福祉施設用途別一覧

６項ロ ６項ハ

老人短期入所施設 老人デイサービスセンター
養護老人ホーム 軽費老人ホーム※４
特別養護老人ホーム 老人福祉センター
軽費老人ホーム※１ 老人介護支援センター
有料老人ホーム※１ 有料老人ホーム※４
介護老人保健施設 老人デイサービス事業を行う施設
老人短期入所事業を行う施設 小規模多機能型居宅介護事業を行う施設※４
小規模多機能型居宅介護事業を行う施設※１
認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設

その他これらに類するもの※２

（2）生活保護者施設 救護施設 更生施設

助産施設
保育所
幼保連携型認定こども園
児童養護施設
児童自立支援施設
児童家庭支援センター
一時預かり事業を行う施設
家庭的保育事業を行う施設

その他これらに類するもの※６

児童発達支援センター
情緒障害児短期治療施設
児童発達支援を行う施設

放課後等デイサービスを行う施設

身体障害者福祉センター
障害者支援施設※７
地域活動支援センター
福祉ホーム

共同生活援助を行う施設※３
生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、
共同生活援助を行う施設※８

※１　避難が困難な要介護者を主として入居（宿泊）させるもの。
※２　避難が困難な要介護者を主として入居（宿泊）させ、業として入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練又は看護若しくは療養上の管理その他の医療を提供する施設。
※３　避難が困難な障害者を主として入所させるもの。
※４　６項ロ（1）（高齢者施設）に掲げるものを除く。
※５　老人に対して、業として入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練又は看護若しくは療養上の管理その他の医療を提供する施設。
※６　業として乳児若しくは幼児を一時的に預かる施設又は業として乳児若しくは幼児に保育を提供する施設。
※７　６項ロ（５）（障害者施設）に掲げるものを除く。
※８　６項ロ（５）（障害者施設）短期入所・共同生活援助を行う施設を除く。

その他これらに類するもの※５

（1）高齢者施設

（3）児童施設

（4）障害児施設

（5）障害者施設

乳児院

障害児入所施設

短期入所を行う施設※３

障害者支援施設※３


